
問
わ
れ
る

経
済
事
業
へ
の
回
帰

Ｑ
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
が
改
革
を
求

め
ら
れ
て
い
る
背
景
は
？

Ａ
Ｊ
Ａ
の
本
来
的
な
役
割
は
、

農
業
協
同
組
合
法
（
農
協

法
）
の
第
１
条
に
「
農
業
生
産
力
の

増
進
及
び
農
業
者
の
経
済
的
社
会
的

地
位
の
向
上
」
と
書
か
れ
て
い
る
。

つ
ま
り
、
農
業
の
競
争
力
強
化
や
農

業
者
の
所
得
向
上
を
図
る
こ
と
が
Ｊ

Ａ
の
役
割
と
い
え
る
が
、
経
営
の
実

態
は
非
農
家
の
准
組
合
員
を
軸
に
信

用
事
業
へ
の
依
存
度
を
高
め
る
一
方
、

本
業
で
あ
る
経
済
事
業
が
縮
小
の
一

途
を
た
ど
っ
て
い
た
。

　

２
０
１
４
年
５
月
。
政
府
の
規
制

改
革
会
議
（
注
）・
農
業
ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル
ー
プ
（
Ｗ
Ｇ
）
は
、
農
業
を
巡

る
環
境
は
危
機
的
状
況
に
あ
る
と
し

て
「
農
業
改
革
に
関
す
る
意
見
」
を

発
表
し
た
。
農
業
Ｗ
Ｇ
は
意
見
書
の

な
か
で
、「
Ｊ
Ａ
は
全
中
（
全
国
農

業
協
同
組
合
中
央
会
）
か
ら
の
指
導

に
よ
り
独
自
性
を
発
揮
で
き
て
い
な

い
」「
全
農
（
全
国
農
業
協
同
組
合

連
合
会
）
に
よ
る
系
統
で
の
流
通
は

競
争
力
が
低
く
非
効
率
」「
信
用
事

業
は
Ｊ
Ａ
に
と
っ
て
リ
ス
ク
や
事
務

負
担
と
な
っ
て
い
る
」
と
指
摘
。
こ

う
し
た
こ
と
が
「
Ｊ
Ａ
の
自
主
的
な

取
組
み
や
農
業
の
成
長
産
業
化
を
阻

害
し
て
い
る
」
と
し
て
、
中
央
会
制

度
の
廃
止
や
Ｊ
Ａ
全
農
の
株
式
会
社

化
、
理
事
会
の
見
直
し
、
農
中
（
農

林
中
央
金
庫
）
へ
の
信
用
事
業
の
譲

渡
・
代
理
店
化
な
ど
を
提
言
し
た
。

　

一
方
、
長
き
に
わ
た
っ
て
Ｊ
Ａ
を

重
要
な
支
持
基
盤
と
し
て
き
た
自
民

党
は
、
農
業
Ｗ
Ｇ
の
提
言
に
対
し
、

ま
ず
は
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
の
自
主
的
な

取
組
み
の
も
と
で
自
己
改
革
を
図
る

べ
き
だ
と
し
て
「
農
協
・
農
業
委
員

会
等
に
関
す
る
改
革
の
推
進
」
を
決

定
。
政
府
・
与
党
と
し
て
14
年
６
月

か
ら
の
５
年
間
を
「
農
協
改
革
集
中

推
進
期
間
」
と
位
置
付
け
た
。

　

一
方
、
岩
盤
規
制
で
あ
る
農
業
分

野
で
成
果
を
あ
げ
た
い
規
制
改
革
会

議
も
、「
Ｊ
Ａ
の
改
革
推
進
の
た
め

の
環
境
整
備
」
を
御
旗
に
、
従
来
の

昨
年
４
月
に
改
正
農
協
法
も
施
行
し
、
改
革
へ
の
取
組
み
の
只
中
に
あ
る
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
。
政
府
・

与
党
は
２
０
１
９
年
５
月
ま
で
を
「
農
協
改
革
集
中
推
進
期
間
」
と
位
置
付
け
て
お
り
、
Ｊ
Ａ
グ
ル

ー
プ
は
自
己
改
革
の
成
果
を
、
そ
の
期
限
ま
で
に
示
す
必
要
が
あ
る
。
農
協
改
革
の
成
否
は
農
業
者

の
評
価
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
と
い
え
る
が
、
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
農
業
者
か
ら
高
い
評
価
が
得
ら
れ

て
い
る
と
は
い
い
が
た
い
。
残
る
後
半
戦
で
、
具
体
的
な
成
果
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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収
益
悪
化
で

事
務
コ
ス
ト
削
減
を
加
速

　

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
グ
ル
ー
プ

（
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
）
の
平
野
信
行
社
長
は
９
月
19
日
に

都
内
で
講
演
し
、
国
内
の
事
務
作
業
の
デ
ジ
タ
ル

化
に
取
り
組
み
、「
９
５
０
０
人
相
当
の
労
働
量

の
削
減
を
実
現
し
た
い
」
と
宣
言
し
た
。
デ
ジ
タ

ル
化
に
よ
る
た
ん
な
る
人
減
ら
し
で
は
な
く
、
浮

い
た
営
業
人
員
を
よ
り
付
加
価
値
の
高
い
仕
事
に

振
り
向
け
る
戦
略
だ
。
９
５
０
０
人
は
三
菱
東
京

Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行
（
Ｂ
Ｔ
Ｍ
Ｕ
）
の
国
内
行
員
の
約
30

％
に
相
当
す
る
規
模
。
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
は
今
年
５
月
に

発
表
し
た
「
再
創
造
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
」
の
な
か

で
、
デ
ジ
タ
ル
化
や
生
産
性
向
上
策
を
よ
り
強
力

に
推
進
し
、
筋
肉
質
な
経
営
体
質
を
作
り
上
げ
て

い
く
方
針
を
す
で
に
打
ち
出
し
て
お
り
、
そ
の
具

体
的
施
策
を
来
年
４
月
ス
タ
ー
ト
の
中
期
経
営
計

画
に
盛
り
込
ん
で
い
く
。

　

こ
う
し
た
動
き
は
他
行
も
同
じ
。
住
宅
ロ
ー
ン

や
投
資
信
託
の
申
込
み
に
伴
う
事
務
作
業
を
、
従

来
の
手
作
業
か
ら
フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
を
活
用
し
た
自

動
処
理
に
置
き
換
え
る
こ
と
な
ど
に
よ
っ
て
、
事

務
コ
ス
ト
を
削
減
す
る
動
き
が
活
発
化
し
て
い
る
。

　

な
ぜ
、
足
も
と
で
こ
う
し
た
取
組
み
が
進
め
ら

れ
て
い
る
の
か
│
│
。
２
０
１
６
年
２
月
に
導
入

さ
れ
た
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
の
影
響
な
ど
か
ら
、

国
内
リ
テ
ー
ル
ビ
ジ
ネ
ス
が
不
振
に
陥
っ
て
い
る

た
め
だ
。
た
と
え
ば
、
Ｍ
Ｕ
Ｆ
Ｇ
の
リ
テ
ー
ル
部

門
は
連
結
業
務
粗
利
益
の
約
３
割
を
占
め
る
コ
ア

ビ
ジ
ネ
ス
だ
が
、
国
内
を
中
心
に
収
益
性
が
悪
化

し
て
お
り
、「
Ｂ
Ｔ
Ｍ
Ｕ
単
体
の
リ
テ
ー
ル
部
門

は
、
業
務
純
益
ベ
ー
ス
だ
と
今
後
４
〜
５
年
で
赤

字
化
し
か
ね
な
い
」（
関
係
者
）
と
い
っ
た
分
析

が
あ
る
。

　

他
行
の
中
期
経
営
計
画
を
み
て
も
、
リ
テ
ー
ル

部
門
で
右
肩
上
が
り
の
増
益
シ
ナ
リ
オ
を
描
い
て

い
る
銀
行
は
ほ
と
ん
ど
見
受
け
ら
れ
な
い
。
三
井

住
友
ト
ラ
ス
ト
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
の
中
計

（
17
〜
19
年
度
）
に
お
け
る
「
個
人
ト
ー
タ
ル
ソ

リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
事
業
」
を
み
て
も
、
19
年
度
の
連

結
実
質
業
務
粗
利
益
目
標
が
２
０
６
０
億
円
（
16

年
度
実
績
比
２
％
増
）
と
、
ほ
ぼ
横
ば
い
の
計
画

と
な
っ
て
い
る
。
法
人
事
業
（
同
12
・
４
％
増
）

や
不
動
産
事
業
（
同
７
・
３
％
増
）、
受
託
事
業

（
同
５
・
５
％
増
）
と
い
っ
た
部
門
と
比
較
し
て

も
控
え
め
な
収
益
計
画
で
あ
る
こ
と
が
う
か
が
え

る
。５

年
間
で
２
割
の
店
舗
を

削
減
す
る
銀
行
も

　

今
後
、
大
手
行
が
国
内
リ
テ
ー
ル
部
門
で
安
定

的
に
利
益
を
稼
い
で
い
く
た
め
に
は
、「
業
務
効

率
化
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
と
収
益
源
の
多
様
化
が

避
け
て
通
れ
な
い
」（
銀
行
担
当
ア
ナ
リ
ス
ト
）

状
況
に
あ
る
。
た
だ
し
、
抜
本
的
な
経
費
構
造
改

革
や
収
益
源
の
多
様
化
を
実
現
す
る
に
は
「
５
〜

10
年
間
か
か
る
」（
大
手
行
幹
部
）
と
さ
れ
、
当

面
は
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
の
投
資
コ
ス
ト
が
先
行
す

る
厳
し
い
事
業
環
境
と
な
り
そ
う
だ
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
各
行
が
足
元
で
急
速
に
進
め

て
い
る
取
組
み
が
、
不
採
算
店
舗
の
削
減
・
統
廃

合
だ
。
全
国
銀
行
協
会
の
調
べ
に
よ
る
と
、
都
銀

５
行
（
メ
ガ
３
行
、
り
そ
な
、
埼
玉
り
そ
な
）
の

国
内
店
舗
数
（
出
張
所
除
く
）
は
計
２
０
４
３
店

舗
（
17
年
３
月
末
）
で
、
こ
の
５
年
間
ほ
ぼ
横
ば

い
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
足
も
と
で
は
、
地
方

や
不
採
算
店
舗
を
中
心
に
「
今
後
５
年
間
で
２
割

程
度
を
削
減
す
る
計
画
を
策
定
し
て
い
る
」（
幹

銀
行
の
国
内
リ
テ
ー
ル
ビ
ジ
ネ
ス
が
大
き
な
転
換
期
を
迎
え
て
い
る
。
収
益
を
牽
引
し
て
き
た

銀
行
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
が
頭
打
ち
と
な
り
、
住
宅
ロ
ー
ン
や
投
信
・
保
険
販
売
も
収
益
性
が
悪
化

し
た
こ
と
で
、「
リ
テ
ー
ル
部
門
の
赤
字
化
が
数
年
内
に
迫
っ
て
い
る
」（
銀
行
ア
ナ
リ
ス
ト
）

と
の
見
方
も
あ
る
。
こ
う
し
た
な
か
大
手
行
で
は
、
フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
を
活
用
し
て
事
務
コ
ス
ト

の
削
減
に
乗
り
出
し
て
い
る
ほ
か
、
地
方
や
不
採
算
店
舗
を
削
減
す
る
動
き
も
出
始
め
て
い
る
。

マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
が
長
期
化
し
そ
う
な
な
か
、
抜
本
的
な
経
費
構
造
改
革
が
進
ん
で
い
る
。

「
赤
字
目
前
」
で
転
換
期
を
迎
え
る

邦
銀
リ
テ
ー
ル
ビ
ジ
ネ
ス
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首
脳
同
士
の
関
係
は

今
後
４
年
間
続
く
見
通
し

　

本
年
５
月
の
マ
ク
ロ
ン
政
権
発
足

以
降
、
独
仏
は
首
脳
レ
ベ
ル
で
信
頼

関
係
を
強
め
て
い
る
。
メ
ル
ケ
ル
独

首
相
は
、
マ
ク
ロ
ン
大
統
領
が
掲
げ

る
ユ
ー
ロ
圏
改
革
案
に
対
し
て
も
、

肯
定
的
な
見
方
を
た
び
た
び
示
し
て

き
て
い
る
。
９
月
24
日
の
総
選
挙
で

メ
ル
ケ
ル
首
相
の
４
選
が
確
実
に
な

っ
た
こ
と
に
よ
り
、
両
首
脳
の
パ
ー

ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
は
今
後
４
年
間
続
く

見
通
し
が
高
ま
っ
た
。
ユ
ー
ロ
圏
最

大
の
経
済
規
模
を
誇
る
両
国
が
連
携

を
強
化
す
る
こ
と
は
、
Ｅ
Ｕ
の
安
定
、

ひ
い
て
は
統
合
深
化
に
欠
か
せ
な
い
。

　

も
っ
と
も
、
水
面
下
で
は
両
国
の

域
内
に
お
け
る
主
導
権
争
い
が
活
発

化
し
つ
つ
あ
る
。
そ
れ
が
最
も
強
く

う
か
が
え
る
の
は
、
ユ
ー
ロ
圏
の
財

政
や
金
融
を
所
掌
す
る
主
要
ポ
ス
ト

を
巡
る
駆
け
引
き
で
あ
る
。
マ
ク
ロ

ン
大
統
領
は
、
国
内
の
改
革
に
取
り

組
む
傍
ら
で
、
Ｅ
Ｕ
外
交
で
の
公
約

で
あ
る
ユ
ー
ロ
圏
共
通
予
算
や
ユ
ー

ロ
圏
財
務
相
の
創
設
に
向
け
た
働
き

か
け
を
始
め
て
い
る
。
メ
ル
ケ
ル
首

相
も
、
こ
れ
に
呼
応
し
つ
つ
、
首
相

４
期
目
の
主
要
課
題
と
し
て
Ｅ
Ｕ
の

統
合
深
化
を
見
据
え
て
い
る
。
両
者

は
大
局
と
し
て
近
い
方
向
を
目
指
し

て
い
る
も
の
の
、
ユ
ー
ロ
圏
の
高
官

人
事
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
国

の
有
力
候
補
者
に
よ
る
激
突
が
予
想

さ
れ
る
。

両
国
が
虎
視
眈
々
と
狙
う

主
要
ポ
ス
ト

⑴
ユ
ー
ロ
グ
ル
ー
プ
議
長

　

ユ
ー
ロ
グ
ル
ー
プ
は
財
政
問
題
等

を
扱
う
閣
僚
理
事
会
の
一
つ
で
あ
り
、

お
お
む
ね
月
に
一
回
開
催
さ
れ
る
会

合
で
は
、
ギ
リ
シ
ャ
問
題
や
銀
行
同

盟
と
い
っ
た
ユ
ー
ロ
圏
の
重
要
課
題

を
議
論
し
て
い
る
。
メ
ン
バ
ー
は
ユ

マ
ク
ロ
ン
仏
大
統
領
が
誕
生
し
て
以
降
、
Ｅ
Ｕ
政
策
に
か
か
る
独
仏
首
脳
間
の
協
調
路
線
が
鮮
明

に
な
っ
て
い
る
。
と
は
い
え
、
そ
の
裏
で
は
ド
イ
ツ
の
新
政
権
発
足
後
を
見
据
え
た
ユ
ー
ロ
圏
の

主
導
権
争
い
が
活
発
化
し
て
い
る
。
独
仏
両
国
は
、
次
の
ユ
ー
ロ
グ
ル
ー
プ
議
長
や
Ｅ
Ｃ
Ｂ
総
裁

ポ
ス
ト
に
自
国
出
身
者
を
据
え
る
べ
く
、
そ
れ
ぞ
れ
水
面
下
で
ロ
ビ
ー
活
動
を
行
っ
て
い
る
。
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